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(2)  健康増進便益 

ニュージーランド交通省の評価マニュアル（2010）では、公共交通整備による徒歩や自転車の活

動増加により病気の発生確率等が減少する健康増進便益の算定方法が示されている。原単位は、自

転車利用の場合は 1.4＄/km、徒歩の場合は 2.7＄/kmであり、徒歩・自転車の利用者数×原単位×

移動距離により便益が算定されることとなっている。 

英国交通省の評価マニュアル（2014）においても、徒歩と自転車の運動時の死亡率の変化率の値

が示されているなど、同様の計測方法が示されている。 

計測上の課題としては、徒歩・自転車利用により、自動車利用と比較して医療費削減等の効果が

明確に見られるのかどうかの因果関係を明らかにする必要があり、そのためのデータ収集・分析が

必要になることなどが挙げられる。 

また、第２回鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル改訂に関する調査検討委員会（2011 年 11

月 22 日）では、健康増進便益のマニュアルへの位置づけに向けては、「運動量と健康の関係性、

鉄道利用と運動量の関係性について、研究の更なる蓄積が必要」とされている。 

 

表 ニュージーランドにおける健康増進便益算定のための原単位 

 
出典：ニュージーランド交通省の評価マニュアル 2010 
 
  

①身体活動の変化による全死因死亡率の変化を計測  

・平日 1日あたり 36 分の運動により、全人口との死亡率の比率は、自転車の利用者の場合は 0.72。 

・歩行者は毎日 29分の適切な歩行速度での運動により、0.78 に低下すると仮定（死亡率低下の最大

値）。 

・運動時間が 36分未満の場合については、内挿によって死亡リスクを推定。 

（自転車利用者に関する 0.72という値は Andersen et al, 2000のコペンハーゲンにおける研究結果

に基づく。同研究では、1週間に３時間の自転車通勤が相対的リスクを減らすには必要と言及してい

る。歩行者の分析は、ＷＨＯ（2011）の研究結果に基づく。） 

・実際の走行距離に応じて軽減される死亡リスクを算出。 

 

②事業による死亡者数の期待値の変化を算定 

・全死因による年間期待死亡者数を算出。 

（算出の根拠として使用される死亡率はイギリスとウェールズの 15-64歳の死亡率である 0.00235を

適用。ＯＮＳ,2007の研究により数値を算定。） 

・事業により新規に運動をすることになった人数及び、年間期待死亡者数を算出。 

・このうち、死亡リスクの軽減により死亡を回避することのできる人数を算出。 

 

③標準的な人命の経済価値を用いることにより、事業による便益を計測 

・死亡を避けることの経済価値（≒標準的な人命の経済価値）を使用し、事業により死亡を回避する

ことのできる数と掛け合わせることで、事業による便益を算出。（算出の根拠としてはＤｆＴの

2010年の価値を使用） 
出典：TAG Unit A4.1:Social Impact Appraisal（2014.９）をもとに作成 

図 英国における健康増進効果(Physical Activity Impacts) の評価手法 
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表 死亡率軽減による便益算定事例 
Ⅰ. 年間の平均走行距離の計算  

(a)平均通勤距離 4km 
(b)平均速度 14km/hour 
(c)往復で自転車を利用する割合 90% 
(d)年間平均自転車通勤日数 120days 
(e)一人当たり年間平均自転車走行距離 
  (e)=(a)*(c)*(d) =4*(1+0.9)*120 

912km 

Ⅱ. 対象事業範囲での相対的リスクの計算  

(f)コペンハーゲンの研究における自転車利用者の平均通勤距離 1620km 
(g)相対的死亡リスク 72% 
(h)1-相対的死亡リスク(=相対的死亡率低下度合い) 28% 
(i) 対象事業範囲での相対的死亡リスク低下度合い 
 (i)= (h)*((e)/(f))=0.28*(912/1620) 

0.158 

Ⅲ. 死亡率軽減便益の算定  

(j)全死因死亡率 0.00235 
(k)事業により創出される新規自転車通勤者の数 100 人 
(l)当該事業エリアにおける期待死亡者の数 
 (l)=(j)*(k)=0.00235*0100 

0.235 人 

(m)当該事業によって死亡を回避することのできる人数 
(m)=(l)*(i)=0.235*0.158 

0.037 人 

(n)一人当たりの死亡回避の価値 1.654M￡ 
(o)死亡軽減による便益 
(o)=(m)*(n)=0.0370*1.654M 

61,269￡ 

出典：TAG Unit A4.1:Social Impact Appraisal（2014.９）をもとに一部加筆 
 
 

 
出典：第２回鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル改訂に関する調査検討委員会資料をもとに一部加筆 
 

図 鉄道評価マニュアル改訂に関する調査検討委員会における健康増進効便益の取り扱い 
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＜参考＞国内における医療削減効果に関する研究事例 

国内においては、運動により医療費の削減効果等があることを示す研究事例がある。 

 

 
出典：ＬＲＴ都市サミット豊橋（2013.２）国土交通省都市局作成資料 

図 健康増進効果に関する研究事例 

 

  


	6　 鉄軌道導入効果等の計測
	6.1　 過年度調査の概要
	6.1.1　 平成23年度調査の概要
	6.1.2　 平成24年度調査の概要
	6.1.3　 平成25年度調査の概要
	6.1.4　 平成26年度調査の概要
	1) ＣＶＭによる定時性向上効果等の計測
	2) 鉄軌道の整備による他交通機関への影響把握


	6.2　 平成27年度調査の検討結果
	6.2.1　 利用者効果の計測
	(1) 公共交通手段の利用状況及び経営状況
	1) 沖縄都市モノレール（ゆいレール）
	①． 乗車人員
	②． 経営環境
	③． 中長期経営計画の概要（平成24年１月沖縄都市モノレール株式会社）
	④． 沖縄都市モノレールの財務分析と経営改善に向けた提言（平成27年２月浦添市報告書より）

	2) バス
	①． 輸送人員
	②． 経営環境


	(2) 利用者数の変化
	(3)  運賃収入の変化
	(1)  所要時間信頼性便益
	1) 所要時間信頼性便益の計測事例

	＜都市内の高速道路における所要時間信頼性便益＞
	2) 所要時間信頼性便益計測上の課題
	①． 鉄道評価マニュアルにおける記載
	②． 道路事業における所要時間信頼性便益の計測の課題


	(2)  健康増進便益
	(3) 土地利用交通モデルによる効果
	1) 土地利用交通モデルとは
	2) DELTA　land-use model（英）
	①． モデルの構造
	②． 適用事例

	3) THE NYMTC-LAND USE MODEL（米）
	①． モデルの構造
	②． 適用事例

	4) Wider economic benefit（広範な経済波及効果）
	①． 効果の概要
	②． 適用事例～イギリスクロスレールプロジェクト～
	③． 適用に向けた課題


	(4) 海外の事例収集結果のまとめ




